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本報告書における「形」「型」の使い分けについて 

JISC8800「燃料電池発電用語」では燃料電池のタイプを示す際等には「形」を用いる。

一方、法令の本文では「型」を使うのが一般的である。 

よって、本報告書では、法令文の参照部分は原文と同じ「型」を使い、燃料電池のタイ

プを示す場合には、「形」を用いることとする。 


